
配布先：学長定例記者会見参加報道機関 

PRESS RELEASE    

                                令和5年（2023年）5月11日 

文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育

プラットフォーム構築支援事業」に採択 
 
【本件のポイント】  

●文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラ 
ットフォーム構築支援事業」に本学申請の「山形県における包括的な産学官金
医連携の枠組みを活用した地域リカレント教育の定着促進サイクル」が採択さ
れました（申請数:26、採択数12（別紙申請・採択状況参照））。 
● 本事業により、昨年10月に設置した「やまがた社会共創プラットフォーム」
の枠組みを最大限活用し、産官学金医を交えた「リカレント教育推進部門
（仮称）」を新設します。 

● 今後、同省との契約締結後、県内リカレント教育のシーズ・ニーズの調査と
マッチングを行い、新たな教育プログラムの開発やコンテンツ集約・広報を
実施し、山形県におけるリカレント教育を加速させます。 

【概要】 

文部科学省が令和4年度補正予算に計上した「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラッ
トフォーム構築支援事業」に、本学が申請した「山形県における包括的な産学官金医連携の枠組みを活用した地
域リカレント教育の定着促進サイクル」が採択されました（公募期間：1/31～3/10、申請数:26、採択数12（別
紙申請・採択状況参照））。 

 
本事業は、1. 地域に分散している人材ニーズの調査・把握、2. 教育コンテンツの集約、3. それらのマッ

チング、4. 広報・周知等を産業界のニーズを踏まえながら効果的・効率的に実施する体制を整備できるよ
う、産官学金の対話の場の構築や、コーディネーターの配置等に必要な経費を措置し、地域ニーズに応える
人材の継続的な輩出に向けた仕組みの定着化を図るものです。本学の申請は、昨年１０月に山形県内全ての
高等教育機関（13機関）、山形県と県内35全市町村、山形県商工会議所連合会、山形県銀行協会、山形県経営
者協会、山形県医師会など10の県内主要関係団体、あわせて59機関が加盟する「やまがた社会共創プラットフ
ォーム」を設置していること等が評価されました。 

 
今後は、上記プラットフォームの枠組みを最大限活用し、産官学金医を交えた山形県におけるリカレント教育

の対話の場「リカレント教育推進部門（仮称）」を設置し、本学を中心に県内リカレント教育に関するシーズ・
ニーズ調査・分析を行い、県内で不足している分野とのマッチングや、新たな教育プログラムを開発します。 
さらに、県内に散在するコンテンツを集約・広報することで、県内受講希望者に幅広くかつ効率的にアピール

し、県内におけるリカレント教育を産学官金医で強力に推進します。 
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【参考資料】 

〇「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」（文科省ウ

ェブサイト）（https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00006.html） 

〇やまがた社会共創プラットフォーム（https://www.yamagata-u.ac.jp/yamapura/） 

〇 同 申請・採択状況（別紙のとおり） 

〇採択事業概要「山形県における包括的な産学官金医連携の枠組みを活用した地域リカレ

ント教育の定着促進サイクル」（別紙のとおり） 

 
 
 
 
 

お問い合わせ  
総務部総務課社会共創推進事務室 長沼、岡崎 
（やまがた社会共創プラットフォーム事務局） 
TEL  023-628-4615   
メール yu-shakaikyousou＠jm.kj.yamagata-u.ac.jp 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00006.html
https://www.yamagata-u.ac.jp/yamapura/


機関名：国立大学法人山形大学
（山形県における包括的な産学官金医連携の枠組みを活用した地域リカレント教育の定着促進サイクル）

地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業

＜事業概要＞
ALLやまがたの枠組みであるやまがた社会共創プラットフォームを活用したリカレントプラットフォームの構築。
＜目的・目標＞
様々な地域課題について検討・実施する全県的な産学官金医の枠組みである「やまがた社会共創プラットフォーム」（令和４年10月設置）に「リ
カレント教育推進部門」（仮称）を新設し、調査分析とマッチングを行い、教育コンテンツの新規開発と域内での浸透を図る。

やまがた社会共創プラットフォーム
全高等教育機関山形県内全自治体

山形県内経済団体 山形県銀行協会

山形県医師会

＜組織体制＞ ＜調査分析・マッチング＞ ＜コンテンツ集約・広報＞

事業評価
（事業継続性担保）

山形県内リカレント教育
実施状況調査

人材ニーズ調査
（アンケート・ヒアリング）

STP分析
（ターゲットの明確化）

やまぷらリカレント
教育アカデミー（仮称）

構築
（教育コンテンツ集約サイト）

新たなリカレント
教育プログラム開発
（アカデミア × 産業界）

マッチング
（アンマッチ解消）

「リカレント教育推進部門」（仮称）
各加盟機関の特色に応じ役割を整理し、課
題の抽出・整理、解決プログラムを連携し
て開発。
【実施体制】
（事務局）
山形大学(調査/プログラム開発/部門総括)
（参画機関）
山形県経営者協会・山形県商工会議所連合
会・山形県中小企業家同友会・東北芸術工
科大学・東北公益文科大学・山形県立保健
医療大学・山形県立米沢栄養大学・山形県
立産業技術短期大学校・山形県・山形市・
米沢市・鶴岡市・酒田市・新庄市・長井
市・山形県銀行協会（調査協力/指導助言/
講師派遣/プログラム開発協力）

山形県リカレント
教育マップ（仮称）作成
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やまぷらHP・マナパス・
jobtag・人材ニーズ調査対象
者へ直接連絡する等で周知
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